
















































Abstract：This research represents the first stage of developmental research into support
mechanismswhichcanaccuratelyaddresshowto:clarifytheeducationalgoals(plan),howtoput
theplanintopractice(do),evaluatetheeffectiveness(check),andmakeappropriatemodifications






































































































































































































































































































































































































































ド 現 代 英 英 辞 典 で は「animage inamirror,ona
shinysurface,onwater,etc」とある。「鏡や水，自分
の姿が映るものに映したイメージ」という意味から，
省察（リフレクション）がメタ認知を指すことが分か
る。このメタ認知の能力は，すぐれた人間，すぐれた
学び手が結果として手にしている能力でもある。例え
87
ば，読むことに関して認知心理学は，熟達した読み手
は，自らの読みをメタ認知しながら本を読んでいるこ
とを指摘する（J.T.ブルーアー，1997）。どのジャンル，
タイプのメタ認知を見ても，そこには熟達した人間の
思考力が存在する。逆にいえば，その域に達していな
い人間にとっては，「メタ認知をしなさい」，「省察（リ
フレクション）をしなさい」と言われても，それだけ
では何の力にもならない。
　従って，省察（リフレクション）を学校組織に成立
させるためには，次の条件が必要になる。１つは，省
察（リフレクション）できる能力を持つ熟達した教員
が，その能力を発揮できるポジションにいること，２
つは，省察（リフレクション）をする支援として，何
を省察（リフレクション）すればよいのかが明確にわ
かるようになっていることである。
　１つ目は，管理職，とりわけ学校長による学内人事
が決定的なポイントとなる。誰が，省察（リフレクショ
ン）のできる教員なのかを見極め，その教員を適切な
立場に任命することは，学校長の能力にかかっている
といえる。
　２つ目の条件は，求められる支援ツールに備わって
いるべき要素を示している。本研究が完成を目指す支
援ツール，「学校づくり評価規準表（目標分析試案表）」
は，省察（リフレクション）のポイントを示すことが
できるものでなければならない。
　しかし，ここで生々しい疑問が生まれる。省察（リ
フレクション）のできる教員が，一人もいない学校は
どうすればよいのかということである。
　そもそも，省察（リフレクション）は，個人内だけ
で行うものではない。学校組織として省察（リフレク
ション）する以上は，一人一人の教員の省察（リフレ
クション）行為を基にしながら，集団的に省察（リフ
レクション）することになる。省察（リフレクション）
できる教員の重要性を指摘する理由は，そういう人物
がいなければ，全体の思考が深まらないからである。
　ここでも，管理職の指導性は問われる。省察（リフ
レクション）できる教員がいなければ，教頭や校長が
省察（リフレクション）を生かして全体に思考の深ま
りを投げかけなければならない。それが難しければ，
担当の教育委員会に適切な講師派遣を依頼しなければ
ならないし，外部の講師を活用してもよい。例えば，
学級の児童・生徒が困った時は担任の出番であり，担
任以外にその役割ができないように，学校組織が壁に
ぶつかった時は管理職の出番であり，管理職にしかそ
の役割はできない。つまり，何をとってみても，どこ
までいっても，管理職の指導性や能力は，その学校の
生命線になる。従って，「学校づくり評価規準表（目
標分析試案表）」の観点には，「管理職の指導性」を設
定しなければならない。
Ⅴ．観点の設定
1．「明確な目標」と「意欲」
　曽余田（2010）は，「バーナード（C．I．バーナー
ド：鎌田）は組織が成立するためには，共通目的，協
働意欲，コミュニケーションが必要にして十分な要素」
（p.12）であると述べたことを指摘し，「コミュニケー
ションの質の変革は学校の組織力を高めるうえで要と
なろう」（p.12）と述べた。
　近代的組織論の祖といわれるバーナードの述べた言
葉には，学校現場での管理職経験がある人間であれば
共感できる言葉がある。「共通目的」，「協働意欲」，「コ
ミュニケーション」である。
　「共通目的」が生まれるためには，何が求められる
のか。それは，学校が「明確な目標」を持っているこ
とである。目標があるからこそ，その達成を目指して
全教職員がチームとして前に進んでいけるのである。
全教職員が力を合わせて目標を達成しようという「共
通目的」は，「明確な目標」がない限り学校組織には
生まれない。その目標をどのように設定するのか，学
校の実態を反映して，どのような実現の道筋を考える
のか，誰にどんな役割を与えるのか，これらは「管理
職の指導性」に関わることである。
　もし，「明確な目標」がなければ，「共通目的」は存
在できない。それは，目指す方向がない組織であるこ
とを意味する。当然組織も，その構成員も，その行動
は，場当たり的で，方向性の定まらない，非効率的も
のとなってしまう。「明確な目標」がないということは，
いわば羅針盤のない船のようなものである。求められ
る場面，場面で正しい進路を選ぶことはできない。船
の航路は，神のみぞ知るものとなり，漂流と背中合わ
せの危険な航海となる。学校，教員が，複雑で不安定
な仕事をする以上必ず求められる正しい選択，相対的
真理の決定は，羅針盤となる「明確な目標」なしには
成立しない。しかも，「明確な目標」は，PDCAサイ
クルの第一歩，目標の設定（Plan）そのものである。「明
確な目標」なしには，学校づくりにとって今求められ
ているPDCAサイクルの確立もない。従って，「学校
づくり評価規準表（目標分析試案表）」の観点に，「明
確な目標」を設定する。
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　「協働意欲」というバーナードの言葉には，重い意
味がある。人間や組織にとって，最も大きな力は「意欲」
だからである。いくら「明確な目標」があっても，そ
れを目指そうという「意欲」がなければ，たちまちそ
の目標は形骸化する。形骸化した目標は，達成される
ことはない。一見困難に見える目標も，集団の意欲が
高い時には予想しなかった結果や成果を生み出すこと
は，現実世界が多くの事例を示している。スポーツの
世界は，そういう劇的なドラマをこれまでどれだけ多
く生み出してきたことか。「学校づくり評価規準表（目
標分析試案表）」の観点には，「意欲」を設定しなけれ
ばならない。
　「意欲」をどのようにしてつくり上げることができ
るのかは，まさに学校づくりの生命線である。学校，
教員の「明確な目標」に対する「意欲」のスイッチを
入れるのは誰か。ここでもまた，「管理職の指導性」
が重要なポイントとなる。
　以上から，「学校づくり評価規準表（目標分析試案
表）」の観点に，「管理職の指導性」，「明確な目標」，「意
欲」の3つ仮の上位観点として設定し，「表２　学校
づくり評価規準表（目標分析試案表）１（上位観点の
み）」を表す。
　設定した上位観点のうち，「管理職の指導性」は，
それによって学校，教職員が課題や目標，その達成意
義と方法が「わかる」（知識・理解）段階を示す。「明
確な目標」は，その実現の道筋づくりや評価も含めて
「考える」（思考・判断，表現）段階，「意欲」は，学校，
教職員の確かな学力，生きる力の育成に対する「やる
気」（関心・意欲・態度）を示す。
表2　学校づくり評価規準表（目標分析試案表）１
　　　（上位観点のみ）
学校組織能力
管理職の指導性 明確な目標 意欲
今後の研究課題
2．コミュニケーションの質の変革
　曽余田（2010）は，「コミュニケーション」ではなく，
「コミュニケーションの質の変革」が学校の組織力を
高めるうえで「要」になると述べた。この点に注意を
払いたい。
　通常，誰もが「協働意欲」の実現には，適切な「コ
ミュニケーション」が求められることを指摘する。し
かし，問題は，適切な「コミュニケーション」とは一
体何なのかにある。このことを明確にしておかなけれ
ば，「協働意欲」，「管理職の指導性」，「コミュニケー
ション」と並んだキーワードから，教職員のご機嫌を
伺ってしまうような管理職も現れかねない。求められ
ていることは，曽余田（2010）が述べるように，「コミュ
ニケーション」ではなく「コミュニケーションの質の
変革」なのである。「質の変革」とは，ご機嫌取りで
も，お互いを庇い，傷口を嘗め合うようなコミュニケー
ションでもない。目標実現のためには，時に厳しく管
理職が教員を指導すべき時があるし，教員同士，真剣
に議論し，相互批判を行うべき時がある。質の高いコ
ミュニケーションかどうかは，コミュニケーションの
目的に児童・生徒の成長と発達の保障があり，コミュ
ニケーションの結果，児童・生徒に確かな育ちが生ま
れるかどうかによって決まる。
　「コミュニケーションの質の変革」は，学校づくり
の上で重要なことである。しかし，本論では，「管理
職の指導性」が発揮され，教職員の「意欲」が高まる
中で，学校の「コミュニケーションの質の変革」が起
きると構造的にとらえ，「コミュニケーション」や「コ
ミュニケーションの質の変革」を4つ目の観点にはし
ない。観点が増えれば，「簡便な」支援ツールにはな
らないからである。
3．何が大切な評価軸か
　曽余田（2010）は，「構造的アプローチ」，「人的資
源アプローチ」，「オープンシステム論」，「組織文化論」，
「学習する組織論」という組織論を述べる時に，「構造
的アプローチ」を「上意下達の情報伝達と『報・連・
相』というコミュニケーションが重視される」，「人間
は本来，怠け者であるという人間観に立ち，人はアメ
とムチで外からコントロールしないと動かないと考え
る」（p.５）論であると述べた。「人的資源アプローチ」
は，「ひとりひとりの強みをできるかぎり引き出して
その責任範囲を広げ，全員のビジョンを努力を同じ方
向へ導き，協力体制を築き，個と全体の目標を調和さ
せる」（p.６）論であると述べた。それは，曽余田（2010）
が，組織論・経営思想の展開を各論の変遷を通して行っ
ているためである。しかし，これを読み手が，短絡的
に「構造的アプローチ＜人的資源アプローチ」と受け
取ることは誤りである。
　「上意下達の情報伝達と『報・連・相』」が決定的に
大事になる局面は，学校においては日常茶飯事である。
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学校長への「報・連・相」が遅れたために保護者の大
きな怒りを生み，取り返しのつかない不信や問題をつ
くりだしてしまったという話は，管理職経験者であれ
ば誰もが聞いたり，体験したりする話である。自分が
「怠け者」だとつくづく思う時も実際にはあるし，「協
力体制を築き，個と全体の目標を調和させる」という
素晴らしい話をしておきながら，何の責任も取らず，
事を前に進めることができなかったケースに接するこ
ともある。
　つまり，学校組織の評価軸は，学校組織がどのよう
なタイプの組織であるかということにあるのではな
い。そもそも，「構造的アプローチ」か「人的資源ア
プローチ」か，といった２項対立で収まるような簡単
な話は，教育現場では皆無である。児童・生徒に成果
を生み出した学校組織の在り方は，「構造的アプロー
チ」，「人的資源アプローチ」，「オープンシステム論」，
「組織文化論」，「学習する組織論」の各論のどれかで
あるという場合よりも，ある面では「構造的アプロー
チ」，ある面では「人的資源アプローチ」，…というよ
うに，それぞれの論のよいところが見られる場合が多
い。教育活動は，所変われば品変わり，多くの条件，
要素によって文脈が変化する。このような特性を持つ
教育においては，すぐれた結果を生み出した組織を評
価し，その組織の方法と在り方に目を注ぐようにしな
ければならない。教育評価の知見からすれば，児童・
生徒の育ちを実現した学校組織こそが，その学校，そ
の児童・生徒に合ったよい組織であるといわざるをえ
ない。
　何が大切な評価軸か。それは，児童・生徒に確かな
学力，生きる力を育てることができているかにある。
学校や教育は，説明責任より，結果責任を果たさなけ
ればならないのである。
Ⅵ．今後の研究
　本論では，3つの上位観点を設けた。今後，学校現
場が活用できる下位観点を設け，省察（リフレクショ
ン）のポイントも示せるものへとしていかなければな
らない。そのため適切な下位観点が設定できた「学校
づくり評価規準表（目標分析試案表）」を研究協力校
で活用する。そのフィードバックを受け，「学校づく
り評価規準表（目標分析試案表）」の改善を進める。
　「学校づくり評価規準表（目標分析試案表）」は，学
校づくりの横糸である。学校づくりの縦糸は，PDCA
サイクルである。「学校づくり評価規準表（目標分析
試案表）」とPDCAサイクルの確立の両方があって初
めて，学校という素晴らしい布が織り上がる。「学校
づくり評価規準表（目標分析試案表）」があることで
PDCAサイクルが効果的に行われ，PDCAサイクルが
機能していることで「学校づくり評価規準表（目標分
析試案表）」による評価の効果が上がる。PDCAサイ
クルと「学校づくり評価規準表（目標分析試案表）」
は相互に有機的に関わる関係にある。PDCAサイクル
と「学校づくり評価規準表（目標分析試案表）」が備
われば，学校，教員が学校づくりに対する手応えを得
られ，学校づくりも，学校，教職員の意識改革も進む
――これが，現時点での研究仮説である。従って，研
究協力校での活用においては，「学校づくり評価規準
表（目標分析試案表）」とPDCAサイクルの確立の有
機的構築がどのようになされていくかを，注意深く観
察し，関わることにする。
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